
第７号様式（第１１条関係） 

 

京都市生活介護及び共同生活援助事業所用施設改造費補助金交付額確定通知書 

 

京都市指令保障第   号 

  年   月   日 

 

（法人名） 

（代表者名） 

 

京 都 市 長 

（保健福祉局障害保健福祉推進室） 

 

   年  月  日付けで実績報告書の提出がありました京都市生活介護及び

共同生活援助事業所用施設改造費補助金につきましては、京都市生活介護及び共同

生活援助事業所用施設改造費助成事業実施要綱第１１条の規定に基づき、下記のと

おり交付額を確定しましたので通知します。 

 

記 

 

１ 交付確定金額  金            円 

２ 交付条件 

（１）本交付金は、法人が行う障害福祉施設施設整備に関する事業（以下、「本事業」という。）に

係る整備関係費以外に支出してはならない。 

（２）本事業により取得し、又は効用の増加した資産については、本事業完了後においても、善良

な管理者の注意をもって管理するとともに、効率的な運用を図らなければならない。 

（３）補助金の交付後、法人が消費税及び地方消費税を申告し、この補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告

書（第９号様式）により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度６月３０

日までに市長に報告しなければならない。 

  なお、法人が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であって、自

ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税

の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行わなければな

らない。また市長は、報告があった場合、当該仕入控除税額の全部又は一部を納付させること

がある。 

（４）本事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資金提供を受け

てはならない。ただし、共同募金会に対してなされた寄付金を除く。 

（５）本事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契約の

相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならない。 

（６）本事業の対象経費に対して、お年玉付き郵便葉書等寄付金配分金並びに公益財団法人 JKA若



しくは公益財団法人日本財団の補助金の交付を重複して受けてはならない。 

（７）本事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに本事業により取得し、

又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械、器具及びその他の財産については、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（以下「適正化法施行令」という。）第１

４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、市長の承認を

受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供

し、取り壊し又は廃棄してはならない。なお、市長の承認を受けて財産を処分することにより

収入があった場合には、その収入の全部又は一部を本市に納入させることがある。 

（８）本事業にかかる収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書

類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保管しておかなければならない。

ただし、本事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに本事業により取

得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、

当該財産の財産処分が完了する日、又は適正化施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生

労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならな

い。 

（９）本事業については、条例により検査することがある。 

（10）上記各号の他、補助金はこの要綱に定める各条項に従って使用しなければならない。 

（11）上記各号に違反した場合には、この補助金の全部又は一部の返還を命ずることがある。 

 

 

 

教示事項 

 

１ この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、

京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定が

あった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。 

 

２ また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する

京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告とし

て、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代

表する者は、京都市長となります。）。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京

都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から

起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 

 

 


